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　国連による気候変動枠組み条約
締 約 国 会 議、 い わ ゆ る COP を、
2009年から3度にわたり現地で傍
聴する機会を得た。参加者が史上
最多で、入場制限が行われるなど
トラブルが多発したデンマーク・
コペンハーゲンでのCOP15、10年
の メ キ シ コ・ カ ン ク ン に お け る
COP16、そして昨年末の南アフリ
カ・ダーバンでの COP17。この 3
回の会合は、12年の京都議定書の
第1約束期間の終了を目前に、次な
る枠組みづくりに合意する目的を
常に持っていた。しかし、実際に
は混迷を極め、次なる具体的な各
国の温室効果ガス削減に対する取
り組みを締結しないまま12年を迎
えることになった。
　こうした3年間のCOPにおける
議論に対する評価については、専門
家の方々が様々に解説されているの
で、専門家ではない私は、COP を
少し遠目に見つめながら、私自身の
その他の国際会議への参加の経験な
どを踏まえ、3年間を振り返りCOP
の雑感を述べてみたい。

　3年前のCOP15で最も衝撃的だっ
たのは、中国の態度だった。会議に
は、ポスト京都議定書の枠組みを先
進国主導で決定しようとフランスの
サルコジ大統領、米国のオバマ大統
領など国家元首も続々と会議場入り
した。しかし、結果的には中国の閣
僚の大胆な反対とそれに賛同する多
くの途上国の声によって、先進国の
思惑は打ち砕かれた。もはや先進国
だけで世界の枠組みを決めることが
できない時代に入ったことを痛感す
る一幕だった。
　毎年1月に開催される、世界の向
こう1年間のアジェンダ・セッティ
ン グ を す る 世 界 経 済 フ ォ ー ラ ム

（WEF）の年次総会（ダボス会議）に
おいても、世界の枠組みを決める国
は「G7」から「G20」へ、そして「G60」
の時代が来るといわれたかと思え
ば、3年前には、米中によって世界
秩序が作られる「G2」時代の到来と
いわれた。
　しかし、尖閣諸島問題以降、中国
がレアアース（希少金属）の輸出制

限を行うなど独断的な行動が目立ち
始め、世界が中国を成長ファクター
からリスクファクターとして見る傾
向が強くなり、とうとう昨年は「G0

（ゼロ）」という言葉が取り沙汰され
た。もはや世界をリードできる国は
なくなったということだ。
　このような世界の変化を顕著に表
しているもう一つの例が、世界貿易
機関（WTO）だ。もはや世界統一の
貿易協定を結ぶことは難しく、自由
貿易協定（FTA）や環太平洋戦略的
経済連携協定（TPP）といった2国間、
またはある一定数の国の間で合意を
取る形式が主流となりつつある。
　こうした国際的な外交交渉の変化
は、COPにもそのまま反映されて
おり、世界のリスクファクターとし
て見られ始めた中国は、昨年末の
COP17では初めて世界的枠組みへ
の参加の可能性を言葉にした。こう
した中国の歩み寄りとも見える動き
に対し、財政危機によって一枚岩に
なりきれない先進国、ロシア、そし
てオイルマネーを持つ中東諸国がど
のように動いてくるかが今後の注目
ではあるが、中国をはじめ主要各国
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の国家元首の交代年である今年は、
内政に忙しい国が多く、世界の枠組
みの議論を進めるには難しい1年と
なるかもしれない。

“ 調和 ”の担い手こそが
日本の役割
　世界が下克上の様相を見せ、混沌
とするなか、COPに見る日本の交
渉姿勢に私は正直、清々しさを感じ
ている。特に、一昨年のCOP16に
おいて、日本は堂々と、「主要国が
参加しない京都議定書の枠組みでは
世界の温室効果ガス削減を実現する
ことはできない」と述べた。日本の
マスコミはこうした発言
を、京都議定書を破壊する
行為と批判したが、自国の
経済的メリットを獲得する
ための主張をする国が多い
なか、本来の COP の目的
である温室効果ガス削減の
実現という最も本質をつい
た発言であり、多くの国が
言いたくても言えなかった
ことでもある。
　そして、昨年末のCOP17におい
ても、日本はすべての国が参加でき
る新たな枠組みを作るための議論の
場の創設を提案した。さらに日本の
経済界においては、国連によるク
リーン開発メカニズム（CDM）の審
査基準の厳しさにより、現実の途上
国支援を促進する機能が発揮しづら
いことを指摘し、新たな2国間クレ
ジットという枠組みを改めて提案し
た。世界統一の枠組みを作ることが
難しい今だからこそ機能しやすい仕
組みであり、温室効果ガスの排出量
が経済発展とともに増える状況にあ

る途上国の排出量を削減する技術を
提供することは、本来のCOPの持
つ目的と合致する。
　日本の主張は、会議の本来の目的
に立脚した発言が多い。自国の産業
界の合意を得られないとして法的拘
束力のある枠組みに参加しない米
国、いまだ発展途上であり経済成長
を阻害する枠組みに参加しない中
国、自国の排出権取引市場を守るた
めに京都議定書の第2約束期間への
参加を強く求める欧州連合（EU）、
ひたすら経済的な支援を求める途上
国―。各国の主張を聞いていると、
それらは温室効果ガスの削減をいか

にして実現するかよりも、このテー
マを通じて、いかに自国が経済メリッ
トを享受する枠組みを作れるかを主
張しているようにしか聞こえない。
　当然、日本も自国のメリットを踏
まえた主張をしているわけだが、そ
の根底には、常に温室効果ガスを“世
界全体で協力し合って”いかに削減
するかという課題に対する配慮が存
在している。他の国々のような国益
を丸出しにした議論をしない日本の
交渉を頼りなく思う人がいるかもし
れないが、この日本のスタイルこそ
が、世界に決定的な敵を作らない重

要な戦略であると思う。
　その証拠に、昨年の東日本大震災
においては世界各国から寄付が送ら
れ、 日 本 は 昨 年、 政 府 開 発 援 助

（ODA）の世界最大の金額の受け取
り手となった。複雑化した世界情勢
のなかで、いま世界をカリスマ的に
引っ張るリーダーはある意味、必要
ない。いま必要なのは、前向きな意
味で世界から嫌われない国として、
その調和の担い手となる役割ではな
いだろうか。

高まる温暖化懐疑論
浮き彫りになる利権争い

　今回のCOP会場で昨年以
上に耳にする機会が多かっ
たのが、「温暖化問題は本当
か？」という声だった。温
暖化問題が、先進国の新た
な利権のために生まれ、そ
れを逆手に取って新興国が
逆に利権を得ようとしてい
る様が、昨今のCOPでは浮
き彫りになってきたように
思う。

　また、COP会場に集まる多くの
環境NGO（非政府組織）は、「I LOVE 
KP（京都議定書）」と書いたTシャツ
を着ているが、「日本は京都議定書
延長に反対だけど」と話しかけると、

「そうだよね。なんで？」という軽
いノリで、1年に1度のお祭り気分
で集まっている人も多い。
　もはや、この会議が永遠に続くこ
とで、その地位や仕事を維持できて
いる人が存在し、温暖化問題という
テーマが「慣性の法則」によって、
ただ自転しているようにも見えて
きた。

COP17の会場風景


